３．国家戦略の構築　（「日本再建の国家戦略」より）
４）、日本の国家総合戦略の展開

≪基本認識≫■戦後を総決算する「第三の選択」　
　現在は、「講和条約の締結」「日米安保条約の締結」に次ぐ、戦後の「第三の選択」の時である。わが国は、戦後から今日まで、敗戦後遺症から脱け出すことができず、「防衛問題」「憲法問題」「教育問題」などを長くタブー視してきた。暦代の内閣は、日本の戦後史に一つの決着をつけるべき重大な課題を背負っていたにも関わらず、決断を先送りにして来た。そのため、国家の存亡に関わる重要な問題が、十分討議されないまま放置されている。政府と国民は、国内外の現実を直視し、勇気を持ってタブーに挑戦し、国家のあり方を根本的に問い直すべきときである。

また、同時に、大きくは明治維新、第2次大戦の戦後処理に次ぐ、日本近代史、「第三の選択」、文明史的大転換期の時でもある。

今日、世界各国の相互依存が極めて高く、しかも日本に対する国際社会から期待が大きいため、わが国がどう選択するかは、自国の存亡を決するだけでなく、世界全体の運命にも大きく影響する。そこで「第三の選択」として、選択すべき五つの観点について以下に述べる。

１）戦後のタブーへの挑戦と国家ビジョンを創造　
　第一は、敗戦後遺症からの脱却し、世界文明史に名誉ある位置を占めるべく、“新しい日本の国のかたち”を創造することである。

　独立した一つの「主権国家」として、「世界の中の日本」として、国家および国民のあり方を、如何なるタブーにもとらわれることなく、また野党やマスコミの批判を恐れることなく、自由に討論を展開し、既存の体制を抜本的に見直すべきである。

2000年代を「２１世紀の創世期」として位置づけ、国際視野と将来展望に基づいて、数百年を見越した長期,30年前後の中期、5～10年の短期総合計画を立案することである。そうすれば、与野党や官僚や業界間にコンセンサスがつくりやすく、その目標のもとに結集する道が開かれる。官・民を超えて、大胆な構想や雄大なロマンなるビジョンを期待したい。

既にビジョンの会は、1983年、2月、80年代を「２１世紀への準備期、戦後の総清算期」としてこの提言をなした。

２）西側陣営の一員、アジアの一員としての自覚を強め､応分の責任を果たすこと

　第二は、冷戦の終焉後の世界情勢において、超大国米国の相対的地位の向上、ロシアの低迷、中国の台頭、北鮮の軍事拡張、およびイスラム急進派の台頭に注目すべきであろう。　日本は西側陣営の一員として、米・韓・欧と歩調を共にし、経済・防衛等の分野において、応分の国際的責任を果たすことが願われている。その責任を履行できなければ、わが国は国際的に孤立し、今日の平和と繁栄は崩壊するであろう。また、ＥＵが誕生に見られるように、世界は一国主義から地域共同体制化（ブロック化）の傾向にある。日本もアジアの一員として自らの足場を強化すべきである。

３）長期的展望に立ち、世界平和の環境づくりに積極的に貢献すること
　第三は、文明史的に見て、日本の役割が増大している。

　今日まで歴史を主導してきた欧米諸国は、失業や先進国病に悩み、脆弱性をあらわにしている。また軍事力の均衡の下、世界各地での紛争やテロは、依然留まるところを知らず、緊張が激化している。

　国の独立、主権維持のための基本的防衛力は必要であるが、わが国の特徴を生かして、持てるマンパワー（経済力、技術力・文化力等）をバーゲニングパワーとし、世界平和の環境づくりに積極的に貢献し、世界平和のリーダーシップを発揮するよう努力すべきである。

　すなわち、先進国に対しては、産業協力をもって経済・社会の活性化に協力し、途上国に対しては、「人づくり」による「国づくり」に協力・貢献することである。またこのことは、わが国の安全保障にとっても不可欠である。このため特に、海外協力省の設置、世界の徴兵制に代わるボランティア制度の国策導入・教育の大改革を提言する。

　テロと大量殺戮兵器の結びつきが懸念される昨今、父親的、欧米の軍事力中心主義に対し、母親的非軍事的・平和へのアプローチの重要性が増している。　わが国は、単なる過去への復古や対欧米追従や社会主義圏追従に終わることなく、未来世界へ向かって、日本人が万民と共に目指すべきグローバルなビジョンと諸目標を確立に努めるべきである。その中から、日本の歴史的伝統と連続した、日本人が世界に誇りうる新しい価値観も生れてくるであろう。

４）活力ある社会の創造に向け、構造改革・行財政改革を断行すること
第四は、わが国の構造改革・行財政改革、および社会基盤強化の問題である。低価格の石油に支えられた高度成長時代が終わり、肥大化した財政支出の歪みが、今日の財政破綻をもたらしている。赤字公債依存度を低め、健全な財政の再建が緊急課題となっている。

　また構造・行政改革に関しては、行政の守備範囲を見直すことによって、民間に移譲できる分野は移譲し、民間の活力を引き出す方向に行政事務の効率化を図るべきである。　わが国は、欧米に比較してはるかに速いスピードで少子化・高齢化社会に向かっており、社会のあり方、福祉のあり方を根本的に見直す必要に迫られている。活力あるわが国独自の福祉社会の創造が望まれる。

　今日、内政と外政とが密接に錯綜しているため、両者を分離して考えることはできない。構造改革・行財政改革は、国際的見地に立って断行する必要がある。また、各省庁や官僚の延命策や保身の術中にはまらぬよう、大所・高所から決断を図るべきである。

５）総理のリーダーシップと国内外の理解が肝要である　
　まず何よりも総理のリーダーシップが要求される。歴代の総理はコンセンサスを重視してきたが、戦後史の大変革という課題を担う現内閣においては、総理の強力なリーダーシップなくして、その実行は不可能である。何よりも政治的決断と実行の内閣を望む。その為の構造改革はなされるべきである。

　次に、大切なことは、国民の理解と支持をいかにとりつけるかである。構造改革・防衛など、重要施策の実現のために、総理を初め主要閣僚・政策ブレーンが、テレビを通じて率直に訴えることである。またわが国とって何が重要なのか、その選択肢を国民にわかりやすく説明することを公僕たる政治家・公器たるメディアの良識ある対応を期待したい。

ここで留意すべきは、貿易摩擦や靖国問題・防衛問題など、誤解を招くことのないよう、欧米やアジアの近隣諸国に対する海外広報を重視すること。特に日本が自由圏と共通の価値観、認識に立っていることを明確にする必要がある。

要するに、従来の「日本のための日本」から「世界の中の日本」さらには、「世界の為の日本」へと認識を改め、それに相応しい平和の戦略を展開していくことである。　　以上の総論を踏まえ、次に個別政策について、基本的かつ具体的な提言を展開する。

☆　　　　　　　　　　☆　　　　　　　　　　☆

後編：個別戦略の展開

１、政治力の構築：外交戦略

国家目標を達成する上において、全人類的課題に挑戦するにしても日本一国で果たすことは不可能であり、世界の主要国家と協力することは絶対的要件である。日本としてやるべきことは、そのためのイニシャティブを取ることであり、そのために必要な応分の資金を提供し、必要な人材を出すことである。従って外交方針も「国連中心主義」などという漠然としたものでなく、国家目標遂行のための独自の外交方針を打ち出すべきである。そのために、全世界を１２の国ないしブロックに分けて、優先順位をつけ外交を行うべきだと考える。順位は下記の通りである。

①、アメリカ合衆国、カナダ、②、ヨーロッパ連合、東欧諸国、③、韓国、北朝鮮　④、中華人民共和国、中華民国
⑤、ロシア連邦、モンゴル共和国、⑥、アセアン諸国　⑦、中近東諸国、⑧、インド亜大陸（インド、パキスタン、バングラデシュ、スリランカ、
ネパール、ブータン、モルディブ）　⑨、オセアニア（太平洋の島嶼国家群を含む）⑩、中央アジア諸国、　⑪、中南米諸国、
⑫、アフリカ諸国（サハラ以北のイスラム教諸国を除く）

１）米国との協調外交を基本路線とする

　日本は基本的には独自の外交路線を保持するが、現在、世界唯一の超大国であるアメリカと対立すれば如何なる外交も成就し得ないという現実に鑑み、対米協調を優先しなければならない。自由由世界は互いに連動しており、「運命共同体」である。日本は、「自由」を擁護するという西側の共通の価値観の上に立っていることを明確にし、自由圏の一員として、防衛・経済・技術・教育・文化等で応分の役割を果たす。

２）近隣外交によるリージョナル・パワーとしての位置確立

日米基軸と共に、アジアを離れて日本の進むべき道はない。アジア近隣諸国､とりわけ日韓は「運命共同体」であるから、相互の近密化をより一層図るべきである。

（韓国やアセアン諸国は､日本は米国にばかり向いていて、自分たちを第二義的に扱っていると考えている。）日本が世界的使命を遂行してゆくには、近隣諸国との信頼と支持がなければ多くの支障が生じる。しかし、現実的にはこれらの諸国との関係が一番難しいのである。すなわち韓国、北朝鮮、中国・台湾との関係である。これら諸国との過去の清算を早急に終え、近隣諸国との友好・親善に努め国家使命達成の基盤を造る必要がある。
３）日本の外交政策、アジアでは日韓を基軸にする。

①、韓半島の安全は、日本を含む東アジアの安全にとって最重要である。それ故、日本は自由世界を守るという世界戦略の一環として、韓国の安全保障の為に、経済協力すべきである。西側の共通課題は、共産圏やイスラム急進派などの脅威をなくし、自由と平和と安全を確保することにある。西側が足並みを乱せば、戦略的敵国の思うツボである。日本は日米協調を基軸に自由圏の結束に努力し、アジア諸国に対しては日韓を基軸に協力・貢献すべきである。

②、日本は韓国、アセアンと「自由と民主主義」という共通の理念を確認し、相互に緊密な協力関係を維持発展させること。

アジア諸国の中には、わが国の防衛力増強の動きやシーレーン防衛論議に対し、それを日本民族主義への回帰と捉え、増強された軍事力の矛先が再び自国に向けられるのではないかと危惧する動きがある。相互に理解を深めれば、誤解は解消される．

③、日韓両国間の相互理解を深めるため、教育・文化交流を進める。

.　今日の韓国の指導者層は、「反日教育」を手段にして国家意識が形成されており、またアメリカで教育を受けた人が多いため、日韓の実情に詳しくない。また日本人にも依然として韓国人に対する歴史的偏見がある。政府や学者による日韓交流を進め、相互理解を深めること。

・日韓両国の歴史や民族を紹介した映画を共同で製作し、公開する。

・英語は思考のフレームが西欧的であり、アジア人の情緒を伝達出来ない。

・日韓両国は日本語と韓国語で通じることができるよう、日本においては韓国語の教育を重視する。

　　

４）、アジアとの共生を！

・価値観を共有する韓国・台湾との共生基盤（東アジア経済共同体・経済開発機構・国家連合）を確立し、両国との協調の下で北鮮・中国と協調する。卑屈なチャイナロビー・北鮮外交を清算し、道義に基づく外交を展開すべきである。日華条約に留意し、台湾外交を重視する。

・西洋的価値観とアジア的価値観の融合、世界が目指す新しい価値観をアジアの歴史的伝統の中から、近隣諸国と共に創造していくこと。

５）親日諸国との重視

　世界には伝統的に親日国家が存在する。日本が世界での有力な位置を占めるためには、これらの親日諸国との友好と連携を深めることが重要である。ＯＤＡの特別取分等の配慮が必要であろう。そのため何らかの機構を構築する必要がある。

〔例〕友好諸国連合

　　台湾、モンゴル、タイ、ビルマ、インドネシア、マレーシア、バングラデシュ、スリランカ、ネパール、トルコ、イスラエル、フィンランド、
ハンガリー、ポーランド、ドイツ、オーストリア

６）対ロ・中・北鮮関係
①、たとえば、「ロシアはいかなる国か」についての基本認識を明確にすること。

・9.11以降、ロシアの西側への接近をさらに強めている。　この変化と共にロシア人は極めて長期的展望に立ち、忍耐心が強く、執拗に目的達成に向けて努力する。国内の経済不振と軍備拡張のジレンマから方向転換しつつある。

③、わが国が米・欧・韓と歩調を揃え、毅然とした態度で中国・北鮮・ロシアに臨み、国民の意思を固めることは、それらの国の道義的立場を弱め、対日工作の変更を迫ることになる。中国への外交戦略の一環として中華民国（台湾）の存在を再検討する。

④、日ロ間の懸案の一つは、北方領土問題である。北方領土は日本固有の領土であり、日ロ間の未解決の外交案件であることをわが国も、執拗にロシアに繰り返し訴えることが重要である。当面の目標としては、北方領土からのロシアの撤退、1976年以来拒否されている墓参復活、田中・ブレジネフ会談の再認識である。

７）日本の国連外交のあり方

　国連常任理事国入りの達成と新しい国際機構の創設：国連中心主義の見直、国連改革を通して日本の影響力を高めるように努める。日本の国連分担金は、２０００年には20.573％になり、最高の米国の25％に次ぐ分担金である。それに対して中国は拒否権を持つ常任理事国であるにも係わらず、僅か2.5％で日本の10分の１しか負担していない。世界的使命を完遂するためにも国連常任理事国入りは果たすべきである。　戦後第2次大戦後の連合国側に有利で敗戦国に不利な敵国条項を改める。第２国連創設をも睨んだ大胆な国連改革に取り組むべきである。

８）海外協力省の設置・世界平和戦略の展開

たて割行政の弊害を補うため国際協力担当局を一本化し、統合調整すること。

外交・防衛を含めた総合的な国際協力のあり方を、長期的展望に立って計画・調整・決定するシステムが望ましい。

　　　　　　　　＊1980年代、ビジョンの会は海外協力省（国際協力省）の提言をした。

日本は日本の経済力・技術力・マンパワー（人材）、文化交流を他国の人づくり、国づくりに投入し、貢献する。このことは同時に、わが国にとっての安全保障環境の造成につながる。日本人は、伝統的に外交が下手である。今まで多くの失敗を重ねてきた。国際社会に生きて行く以上、外交は必須の要件である。しかし、現在のような国益よりは省益・私益を優先する外務官僚を増やすのは、税金のムダ使いであるので、もっと民間からの外交官登用を推進し、ODAの見直し、ＮＧＯ、ＮＰＯ、民間の知恵を活用すべきである。

９）国連及び国際機関に日本人幹部の登用を推進

日本は分担金の大きさに比べて国連や国際機関（ＩＭＦ、ＷＴＯ等）での日本人登用が極めて少ない。重要な部署は欧米諸国が独占している。日本は、アジア地域の代表として、もっと日本人を幹部または職員として登用するよう働きかけなければならない。　
日本人が難しい場合には、中国人や韓国人を推薦すべきであろう。　　
「日本国家の再建戦略」より抜粋http://www.wmiraiforum.com/saiken04.doc
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